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５太情個審査第５号 

令和５年５月 30 日  

太宰府市教育委員会 

教育長 井 上 和 信 様 

 

太宰府市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  實 原 隆 志 

 

答申書 

 

太宰府市情報公開条例（平成９年条例第４号。以下「情報公開条例」という。）第 13 条

第４項の規定に基づき令和５年３月 31 日付４太教文学第 115 号により諮問を受けました

件について、同条第６項の規定に基づき次のとおり答申します。 

 

１ 審査会の結論 

太宰府市教育委員会（以下「実施機関」という。）が令和５年１月６日付４太教文学第

89 号の情報非公開とした決定は妥当である。 

 

２ 審査請求の趣旨及び経過 

（１）審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、審査請求人が行った情報公開請求（令和４年 12 月 26 日

付）に対し、実施機関が行った情報非公開決定（以下「本件処分」という。）につい

て、審査請求を行ったものである。 

 

（２）審査請求の経過 

  ① 情報公開請求 

審査請求人は、令和４年 12 月 26 日、実施機関に対して、情報公開条例第６条の

規定に基づき、「中央公民館・市民図書館駐車場に設置してある自衛官募集中の看

板（別添写真参照）の行政財産の目的外使用許可に関する書類（申請に関する書類、

許可に関する書類、使用料に関する書類等）」（以下「本件情報」という。）の公

開請求をした。 

  ② 非公開決定 

実施機関は、「自衛官募集に関する事務については地方自治法第２条、同法施行令

第１条、自衛隊法施行令第 162 条の規定により県及び市町村の第１号法定受託事務

とされており、本市では総務課が所管している。」を理由に本件処分を行った。 

③ 審査請求 

審査請求人は、令和５年３月 20 日に本件処分を不服とし、情報公開条例第 13 条

の規定に基づき実施機関に対して本件情報の公開を求める審査請求を行った。 

   

３ 審査請求人の主張の要旨 
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 審査請求人は、令和５年３月20日付の審査請求書、同年４月11日付の反論書及び同年

４月19日の口頭意見陳述において、次のように主張している。 

（１）審査請求書 

 自衛官募集中の看板が設置されている場所は、中央公民館・市民図書館駐車場であ

り、太宰府市公有財産規則（以下「公有財産規則」という。）第４条に基づき文化学

習課長が管理しなければならない行政財産である。実施機関は総務課が所管している

ことを挙げているが、自衛官募集中の看板が設置されている場所は、総務課に所管替

えされておらず、中央公民館・市民図書館の駐車場であるので、その一部を行政財産

の目的外に使用する場合は公有財産規則第27条の手続きが必要であり、申請に関する

書類、許可に関する書類が存在するはずである。 

（２）反論書、口頭意見陳述 

① 自衛官募集中の看板の設置者（管理者）が明確ではない。当該看板の設置者（管

理者）が看板記載の福岡地方協力本部春日分駐所など太宰府市以外の者であれば公

有財産規則第27条の手続きが必要である。 

② 自衛官募集中の看板の設置者（管理者）が太宰府市の他の課であれば、公有財産

規則第９条に基づき所管替えの手続きが必要である。公有財産規則第４条は、「公有

財産はその事務事業を所管する課の長が管理しなければならない。」と規定してい

る。当該看板はコンクリートで地面に固定されており、その土地は当該看板設置の

ための敷地であるので、中央公民館・市民図書館駐車場の管理者である文化学習課

長は駐車場の一部を当該看板の設置者である太宰府市の他の課に所管替えをしなけ

ればならない。もし文化学習課長が所管替えを行っていないとしたら公有財産規則

違反の状態にある。 

③ 情報公開条例第７条第４項は、「実施機関は、公開請求者に対し、情報の公開を

しない旨（次条の規定により公開請求を拒否するとき及び公開請求に係る情報を保

有していないときを含む。）の決定又は第10条第１項の規定により情報の一部につ

いて公開をする旨の決定の通知をする場合は、その理由を付記しなければならな

い。」と規定している。非公開決定における理由の付記は非公開理由を請求者に知

らせるためのものであるが、本件処分の非公開決定通知書の情報を公開しない理由

の欄の「公開請求に係る情報が不存在」とその理由の因果関係が全く説明されてお

らず、非公開理由は意味不明である。非公開決定通知書は、適法に非公開決定する

ための要件を満たしておらず、本件処分は無効である。 

④ 公有財産規則第50条の公有財産台帳（工作物）は正本が所管課にあり、第２項で

管財課長が公有財産台帳の副本を備えなければならない、と規定されている。総務課

に聞いたら台帳はない、昔のことだから書類はないと言われた。管財課にも総務課の

工作物はないと言われた。書類がないのにどうして総務課のものとわかるのか。 

 

４ 実施機関の主張の要旨 

 実施機関は、令和５年３月31日付の弁明書及び令和５年４月19日の口頭意見陳述にお

いて、次のように主張している。 

 行政財産の管理及び処分については、新版逐条地方自治法（第９次改訂版）において、
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「行政財産（略）をその用途又は目的を妨げないものとして他人に使用させる場合には、

目的外使用の許可処分による」とある。ここで「他人に使用させる場合」とあるのは、

行政上の許可処分においては当該普通公共団体が当該普通公共団体以外の者に対して

行われるものであり、同一普通公共団体で行われるものではないと判断している。自衛

官募集に関する事務については地方自治法第２条、同法施行令第１条、自衛隊法施行令

第162条の規定により県及び市町村の第１号法定受託事務とされており、自衛官募集中

の看板の設置及び管理は市が行うものであり、市の所有である。行政財産使用許可申請

並びに使用許可については他人に使用させる場合に必要な手続きであるため、公有財産

規則第27条の手続きは不要である。  

また、看板の設置、管理は総務課が行っているが、駐車場用地としての目的を阻害し

ているものではなく、所管替えの必要はない。 

 

５ 審査会の判断 

本件において、審査請求の対象となっている情報は、「中央公民館・市民図書館駐車

場に設置してある自衛官募集中の看板の行政財産の目的外使用許可に関する書類（申請

に関する書類、許可に関する書類、使用料に関する書類等）」である。情報公開条例第

７条第４項は「公開請求に係る情報を保有していないとき」における「情報の公開をし

ない旨の決定」を予定している（「文書不存在」）。そして、「情報の公開をしない旨

の決定」を行う際には「その理由を付記しなければならない」としており、情報の不存

在決定に際して付記される理由について、市は「公開しない理由を第４項に規定する書

面に具体的に記載することを実施機関に義務付ける趣旨」であると説明している（太宰

府市「情報公開制度・個人情報保護制度 運用の手引」（令和２年10月）16頁）。それ

ゆえ本件では、本件情報が存在しないと考えることに合理性があるかに加え、本件にお

いて市が提示した理由が具体的な記載であったといえるかが問題となる。 

 

（１）本件情報の（不）存在について 

 本件情報の保有の有無についての検討に当たり、当該看板の所有等について明らか

にするために、以下のことについて実施機関に確認を行った。 

① 当該看板の設置の経緯について 

(ア) 平成18年頃の当該看板の補修を行うための見積徴取の事績と共に当時の写真

があり、当該看板は少なくとも平成18年以前から同じ場所に設置されていた。 

(イ) 当時の看板は連絡先が総務課となっており、当時から継続して市が管理を行っ

ている。 

(ウ) 平成27年に当該看板の補修を市の経費で行っている。 

(エ) 同様の看板の設置及び修繕に係る事績の保管は３年から５年であり、当該看板

は平成18年以前に設置されていることから係る事績は廃棄の年限を迎えている

が、昭和61年度太宰府市歳入歳出決算書において、自衛官募集看板設置工事の支

出記録があり、自衛官募集看板は市の歳出予算から支出され設置されるものであ

ることがわかる。 

② 当該看板の財産管理台帳（工作物）、所管替えについて 
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(ア) 設置当時は紙台帳により管理されており、当時の紙台帳は土地と建物の情報の

みであり、工作物の記録はされていなかった。 

(イ) 現在は公有財産管理システムで管理しており、工作物の記録はされているが、

自衛官募集看板が特定される記録はない。 

(ウ) 当該看板は駐車場用地に建てられているものの、本来の利用目的（駐車場）を

妨げるものではなく、また、所管替えを行うに当たっては通常分筆の際と同様の

測量等が必要となり、公費を費やしてまで所管替えを行う必要性はないものと判

断している。今回のような看板が設置される場所だけのための所管替えは行った

ことがない。 

③ 当該看板の管理について 

(ア) 当該看板管理の所管は総務課であり、駐車場用地の目的を妨げない範囲で一部

を使用しているが、看板の管理責任については総務課にある。 

(イ) 財産管理台帳（工作物）の記録はないが、他者の所有の看板であれば、老朽等

により補修の必要があった場合は、通常所有者に対応の依頼を行うが、市で修

理等を行なっているため、看板の所有は市である。  

④ 小括：本件情報の（不）存在について 

 以上をふまえると、市の台帳に工作物の記録がないことの妥当性はともかくとして

も、実施機関による説明や関連費用の支出に関する文書を参照する限り、本件の自衛

官募集看板の設置者・管理者・所有者は市以外ではなく、市であると考えられる。そ

うすると、本件での土地の利用が「他人に使用させる場合」に当たらないと市が考え

たとしても、そこには合理性があるといえる。そして、本件の自衛官募集看板の所管

は設置当初から総務課であって文化学習課ではなく、「所管替え」に要する費用の面

の問題などから「看板が設置される場所だけのための所管替えは行ったことがない」

のだとすれば、文化学習課から「所管替え」が行われていないとの説明にも合理性が

認められる。また、市は本件の自衛官募集看板の設置を駐車場としての本来の利用目

的を妨げるものではないと考えていたとのことであるから、市が公有財産規則第27条

所定の手続を要しないと考えていたと思われ、関係文書は実際に存在していないもの

と思われる。 

 

（２）不存在理由の妥当性について 

 不利益処分に際して理由の記載が求められるのは、実施機関の慎重かつ合理的な判

断を確保してその恣意を抑制するとともに、当該処分の名宛人に審査請求における主

張の便宜を与えるためであり、行政からの不利益処分に際して記載された理由が十分

ではなかった場合には当該処分を取り消す余地も生じる。本件の場合、たしかに、決

定通知における非公開理由が「非公開」との関連性について明快に表現していたとま

では言い難く、当該条項に該当する事由をより詳細に記載する余地はあったと思われ

る。例えば、情報を公開しない理由として「自衛官募集に関する事務については地方

自治法第２条、同法施行令第１条、自衛隊法施行令第162条の規定により県及び市町村

の第１号法定受託事務とされており、本市では総務課が所管している」にとどまらず、

加えて「『他人に使用させる場合』に該当しないため、行政財産の目的外使用許可等
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の手続きが不要であったため」と記載するなどの配慮があれば、その記載をもって公

開請求に係る情報が不存在として非公開決定が行われたことにつき容易に理解できた

のではないかと推測される。しかしながら、実施機関は、本件処分に際し、条名にと

どまらず、それへの該当事由を記載しており、理由の明快さに欠けている点は否めな

いものの、公開請求に係る情報が不存在として非公開決定を行った理由を理解するこ

とが不可能とまではいえず、本件処分の取消しを要するほどの瑕疵があったとは認め

られない。 

 

（３）まとめ・結論 

以上のことから、実施機関において本件情報を保有しているとは認められず、本件

情報につき、これを不存在として非公開とした決定については妥当であり、取消しを

要するものではないと判断した。 

 

（４）付言 

 上述の判断・理由付けは、本件文書が存在していないことの妥当性について述べる

ものではない。また、本件看板の設置・所有・管理に関して、市による支出からはじ

まる業務処理の経緯を示す文書が欠落している様子であるが、本来であれば、市有地

上の工作物の設置・所有・管理の時期や主体を行政文書の形で明確化しておくのが望

ましいように思われる。 

 

６ 審査会における審査請求の処理の経過 

 審査会は、本件審査要請（諮問）について、次のように審査を行った。 

令和５年４月19日  第１回審査会（口頭意見陳述、審議） 

令和５年５月10日  第２回審査会（審議） 


